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2023 年 6 月 29 日 

 

2023 年度国立研究開発法人理化学研究所調達等合理化計画（案） 

 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」(平成 27 年 5 月 25 日総務大

臣決定)に基づき、国立研究開発法人理化学研究所（以下、「理研」という。）は、事業及び事務

の特性を踏まえ、PDCA サイクルにより、公正性・透明性を確保しつつ、自律的かつ継続的に

調達等の合理化に取り組むため、2023 年度の調達等合理化計画を以下のとおり定める。 

 

１．調達の現状と要因の分析 

理研は、我が国で最大規模かつ最高水準にある、自然科学全般に関する総合的研究機関で

あり、常に世界トップレベルの研究成果の創出を目標とし、優れた研究環境や先進的な研

究システムの整備に努めるとともに、研究開発能力を強化し、新たな分野を切り開く努力

を行っている。 

（１）理研における 2022 年度の契約状況は表 1 のとおり、少額随意契約基準額を超える契約

件数は 3,059 件、契約金額は 627 億円である。このうち競争性のある契約は 2,170 件

（70.9％）、456 億円（72.7％）であり、競争性のない随意契約は、889 件（29.1％）、171

億円（27.3％）となっている。2021 年度と比較して、競争性のない随意契約の合計件数

は 60 件増加し、金額も 23 億円増加した。全体に占める割合でみると、件数は、2021 年

度が 24.8％で 2022 年度が 29.1％と 4.3％増加し、金額は、2021 年度が 26.5％で 2022 年

度が 27.3％と 0.8％増加した。これは、本来は随意契約で処理するのが適当なのに、一般

競争の手続きに付している調達がないか、仕様内容を精査し、随意契約に該当すると考え

られる案件については、随意契約理由等を契約審査委員会で審議の上、妥当と判断された

ものは随意契約に変更するなど、案件の特性に応じて、適切な契約方式を採用した結果と

考えている。 

表 1 2022 年度の理化学研究所の調達全体像               (単位：億円) 

 
2021 年度 2022 年度 比較増△減 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争入札等 
2,480 

（ 74.1％） 

405

（ 72.6％）

2,127

（ 69.5％）

451

（ 71.9％）

△353 

（△14.2％） 

46

（  11.4％）

企画競争・公

募 

40 

（  1.2％） 

5

（  0.9％）

43

（  1.4％）

5

（  0.8％）

3 

（ 7.5％） 

0

（  0.0％）

特例随意契約 
- 

（  -  ） 

- 

（  -  ） 

- 

（  -  ） 

- 

（  -  ） 

- 

（  -  ） 

- 

（  -  ） 

競争性のある

契約（小計） 

2,520 

（ 75.2％） 

410

（ 73.5％）

2,170

（ 70.9％）

456

（ 72.7％）

△350 

（△13.9％） 

46

（ 11.2％）

競争性のない

随意契約 

829 

（ 24.8％） 

148

（ 26.5％）

889

（ 29.1％）

171

（ 27.3％）

60 

（  7.2％） 

23

（ 15.5％）

合 計 
3,349 

（ 100％） 

558

（ 100％）

3,059

（ 100％）

627

（ 100％）

△290 

（△8.7％） 

69

（ 12.4％）

 

（注 1）計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注 2）比較増△減の（ ）書きは、2022 年度の対 2021 年度伸率である。 

（注 3）競争入札等には、競争入札を実施したが落札に至らず、交渉の結果随意契約としたものを含む。 
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（２）理研における 2022 年度の一者応札・応募の状況は、表２のようになっており、契約件

数は1,810件（84.3％）、契約金額は363億円（86.8％）である。2021年度は2,077件（83.0％）、

250 億円（65.3％）であったので、件数で 1.3％増加、金額で 21.5％増加した。これは、

理研が独創的・先端的な研究機関であり最新の技術を取り入れたものや、世界最高水準の

高度な技術を要求することから、対応できる業者が限られることが多いという事情の他、

世界的な半導体不足やサプライチェーンの寸断により部品の供給が滞り、希望納期までに

製品を供給できる者が極めて限定的になったことによる影響と考えている。また、契約当

初は、希望納期までに製品を供給できるとしていた案件においても、「病理ホールスライ

ド画像診断補助装置」0.6 億円や「超純水製造装置大規模更新」0.8 億円など希望納期まで

に納入されなかった案件が少なくとも 25 件もあったことから、過去に経験したことのな

い、不安定な供給網での発注だったと考えている。なお、専門性の高い技術系の人材派遣

契約が多いこともあり、労働者派遣契約における一者応札率の高さも増加要因となってい

る。金額ベースの増加が大きいことについては、2021 年度は複数者応札だった「理化学

研究所播磨地区で使用する電気」21 億円、「理化学研究所計算科学研究センターで使用す

る電気」21 億円、「和光地区で使用する電気」16 億円が 2022 年度は一者応札となり、そ

れぞれ 26 億円、25 億円、17 億円となったこと、また、「スーパーコンピュータシステム」

18 億円、「RNA-タンパク質複合体測定用 超高磁場 NMR 分光計」14 億円など、高額の新

規案件が一者応札になったことによる影響と考えられる。  

表 2 2022 年度の理化学研究所の一者応札・応募状況          （単位:億円） 
 2021 年度 2022 年度 比較増△減 

２者以上 

件数 
426

（ 17.0％）

337

（ 15.7％）

△89

（△20.9％）

金額 
133

（ 34.7％）

55

（ 13.2％）

△78

（△58.6％）

１者以下 

件数 
2,077

（ 83.0％）

1,810

（ 84.3％）

△267

（△12.9％）

金額 
250

（ 65.3％）

363

（ 86.8％）

113

（  45.2％）

合 計 

件数 
2,503

（  100％）

2,147

（  100％）

△356

（△14.2％）

金額 
383

（  100％）

418

（  100％）

35

（   9.1％）

 

（注 1）計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注 2）合計欄は、競争契約（一般競争、指名競争、企画競争、公募）を行った計数である。 

（注 3）比較増△減の（ ）書きは、2022 年度の対 2021 年度伸率である。 

 

２．重点的に取り組む分野（【 】は評価指標） 

１．の現状分析等及び理研における調達の特性を踏まえ総合的な検討を行った結果、法人

の使命である「研究成果の最大化」を推進するために、以下、それぞれの状況に即した調達

の改善及び事務処理の効率化に努めることとする。 

（１）随意契約に関する取組 
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随意契約については、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平成25年12月閣議

決定）」において、「一般競争入札を原則としつつも、事務・事業の特性を踏まえ、随意

契約によることができる事由を会計規程等において明確化し、公正性・透明性を確保しつ

つ合理的な調達を実施すること」との方針が示されたことに基づき、総務省が示す随意契

約によることができる具体的なケースを踏まえ、研究所の研究開発業務の特性を考慮した

適切な調達ができたかを検証する。また、多様な調達に対応するため以下の調達方式も活

用する。 

【少額随意契約基準額を超える契約案件に占める競争性のない随意契約となった

案件が随意契約として適切なものであったか。また、下記方式の効果も検証する。】 

① 企画競争方式 

発注する業務に関する企画提案や技術提案を広く公募し、その提案内容や業務遂行

能力が最も優れた者を契約相手として選定する企画競争を実施する。 

【随意契約における企画競争方式を実施した結果、提案内容や業務遂行能力が最も

優れた者を契約相手とできたか具体的事例をもって検証する。】 

② 随意契約の事前確認公募方式 

     専門知識や経験、特殊な技術等が不可欠な案件について、特定の者との随意契約に

よる契約を締結する場合に、事前に案件の仕様書を公表して、業務の実施に必要な要

件を明示することで、契約締結を予定している者以外で当該業務を実施することがで

きる者の有無を確認することにより、競争性及び透明性を確保する。 

【随意契約の事前確認公募を実施した件数、また、随意契約の事前確認公募を実施

した結果入札へ移行することとなった件数等を把握するなど、競争性及び透明性

が確保できたか検証する。】 

 

（２）一者応札・一者応募に関する取組 

【競争入札に占める一者応札・応募の件数を、以下の施策を着実に実施することで

低減に努める。また、以下の施策の効果を検証する。】 

① 調達情報公開の継続 

 入札希望者が調達内容の詳細を容易に取得できるように理研のホームページ上に調

達情報を掲載し、仕様書等をダウンロードできるようにしている。 

 また、希望する業者に対しては、入札情報の自動配信サービスも実施している。 

 今後も入札希望者が調達内容を把握できるよう調達情報の公開に努めていく。 

【ホームページ上に調達情報の掲載を行ったか。入札情報の自動配信サービスを実

施したことでの業者からの関心等効果の検証】 

② 公正性、競争性の担保 

     調達要求元が仕様書を作成する際に、過度な制限や一者偏重（特化）になることを

避け公正性、競争性を担保するために、適正な仕様書の作成を行うよう啓発に努める。 

【仕様書の作成に関する注意、啓発等の回数】 

③ 入札参加要件の緩和 

     競争参加者に対して求める実績については、調達対象分野における経験及び技術力
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の確保を目的とした実績要件から、可能な範囲で必要最低限の経験及び技術力の確保

を実績要件とするよう緩和に努める。 

【入札参加の緩和を行った件数】 

④ 公告期間の確保 

 理研の契約事務取扱細則においては、「一般競争に付そうとするときは、入札期日の

前日から起算して少なくとも 10 日以前に掲示、その他の方法により公告するものとす

る。」と定められているが、実際には、「止むを得ない場合を除き、業務日で 10 日以前

に公告する。」こととして、応札者が十分な準備期間を確保できるよう配慮している。 

今年度も引き続き、案件ごとの特殊性も考慮の上、より適切な公告期間の確保に努

める。 

【公告期間を業務日で 10 日を超えて公告期間を確保した件数、業務日で 10 日間と

した件数、公告期間の短縮を行った件数を比較しより長く確保したか検証する。】 

  

（３）単価契約及び一括契約の締結促進の取組 

   随意契約の件数を削減し、効率的な予算執行を実施するため、消耗品や耐久消費財、役

務等について、単価契約及び一括契約の締結を促進するとともに、調達の集約効果によ

る事務業務の負担軽減を目指す。 

【単価契約及び一括契約による調達を業務効率の向上につながるように検討した

上で実施し、効果について検証する。】 

 

（４）Web 調達の活用 

  少額で購入頻度の高い消耗品等の調達については、発注手続きの効率化に資するものと

して、近年発達してきた Web 調達が挙げられる。 

  Web 調達については、全所で利用可能となっていることから、これを活用することによ

り、調達の簡素化等業務の効率化を目指す。 

【Web 調達の活用により調達の簡素化等業務が効率化されたか検証する。】 

 

（５）ICT（情報通信技術）の活用 

契約依頼、調達手続き、納品確認など一連の契約手続きの各段階で ICT を活用すること

で、契約手続きの効率化、及び調達業務に係る新しい働き方改革の実現を目指す。 

【契約手続きの効率化と働き方改革への貢献について検証する。】 

 

３．調達に関するガバナンスの徹底（【 】は評価指標） 

（１）発注権限の遵守 

   理研においては原則としてすべての発注は契約担当部署から行う。 

【原則として、全ての発注は、契約担当部署からの発注としたか。】 

 

（２）随意契約に関する内部統制の確立 

   少額随意契約基準額を超える随意契約案件については、事前に契約審査委員会において、
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会計規程等における「随意契約によることができる事由」との合規性の観点から適否の審

査を受ける。 

【少額随意契約基準を超える競争性のない随意契約について、全件契約審査委員会

の審査を実施したか。】 

 

（３）契約担当部署による納品確認の徹底 

   検収にあたっては、契約担当部署（納品確認センター及び納品確認スタッフ）による納 

  品確認を実施しており、不正防止の観点からこれを確実に実施する。 

【物品の納品にあたって、確実に納品確認を行ったか。】 

 

（４）公的研究費の不正使用防止のための取組 

   研究費の不正使用の防止及び適切な執行を行うために、調達手続の枠組みを契約担当部

署で共有するとともに、所内へ周知徹底する。 

【事業所の契約担当者間で共有を行ったか。所内へ周知を行ったか。】  

 

４．自己評価の実施 

  調達等合理化計画の自己評価については、各事業年度に係る業務の実績等に関する評価の

一環として、年度終了後に実施し、自己評価結果を主務大臣に報告し、主務大臣の評価を受

ける。主務大臣による評価結果を踏まえ、その後の調達等合理化計画の改定・策定等に反映

させるものとする。 

 

５．推進体制 

（１）推進体制 

 本計画に定める各事項を着実に実施するため、契約担当理事を総括責任者とする調達等

合理化検討委員会を設置した。（平成 27 年 12 月 24 日規程第 103 号） 調達等合理化検

討委員会を中心に、調達等合理化に取り組むものとする。 

また、必要に応じて同委員会に作業部会を置き、具体的な作業等を行うものとする。 

調達等合理化検討委員会の構成 

委員長：契約担当理事 

委員： 

・契約業務部長 

・筑波事業所研究支援部長  

・横浜事業所研究支援部長  

・神戸事業所研究支援部長  

・播磨事業所研究支援部長 

上記のほか、委員長は、必要に応じて委員を指名可能。 

 

（２）契約監視委員会の活用 

    監事及び外部有識者によって構成する契約監視委員会は、当計画の策定及び自己評価
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の際の点検を行うとともに、これに関連して「契約状況の点検・見直し方針」（平成 21

年 11 月 26 日理事会議決定）に該当する個々の契約案件の点検・見直しを行い、その審

議概要を公表する。 

         

６．その他 

 調達等合理化計画及び自己評価結果等については、理研のホームページにて公表するものと

する。 

 なお、計画の進捗状況を踏まえ、新たな取組の追加等があった場合には、調達等合理化計画

の改定を行うものとする。 

以 上 




